
千葉県広域消防相互応援協定書 

 

（協定の目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号。以下「法」という。）第３

９条の規定により、千葉県下の市町村及び一部事務組合（以下「市町村等」という。）が

大規模災害、産業災害その他の災害（以下「災害」という。）の予防、鎮圧等に万全を期

し、併せて民心の安定を図るため相互応援体制を確立し、不測の事態に対処することを目

的として締結するものである。 

 

（応援の種類） 

第２条 この協定による応援は、次のとおりとする。 

 （１）普通応援 市町村等が当該市町村等の区域外において、当該市町村等に接する地域

及び当該地域周辺部で災害が発生した場合に、発生地の市町村等の長又は消防長（以

下「要請側市町村等の長」という。）の要請を待たずに出動する応援 

 （２）特別応援 市町村等が当該市町村等の区域外において災害が発生した場合に、要請

側市町村等の長の要請に基づいて出動する応援 

 （３）航空特別応援 前号の場合において、回転翼航空機が出動する応援 

 （４）火災調査特別応援 市町村等が当該市町村等の区域外において、火災・爆発が発生

した場合に要請側市町村等の長の要請に基づいて行う火災原因・損害調査の応援及

び鑑定・鑑識等の支援 

 

（応援要請の方法） 

第３条 応援を要請しようとするときは、次の事項を明確にし、要請側市町村等の長から電

話、その他の方法により要請し、事後速やかに応援要請に必要な文書を提出する。 

（１）災害の種別 

 （２）災害発生の場所 

 （３）応援を要する人員、機械器具、消火薬剤等の種別、数量 

 （４）応援隊受け入れ場所 

 （５）その他必要な事項 

２ 普通応援で出動した場合、応援側の市町村等の長又は消防長（以下「応援側市町村等の

長」という。）は、直ちに要請側市町村等の長に連絡するものとする。 

 

（応援隊の派遣） 

第４条 前条の規定により応援要請を受けた応援側の市町村等の長は、当該団体の区域内

の警備に支障のない範囲内において応援隊を派遣するものとする。ただし、派遣しがたい

ときは、その旨を、遅滞なく要請側市町村等の長に通報するものとする。 

２ 応援側市町村等の長は、応援隊を派遣したときは、出発時刻、出動人員、機械器具、消

火薬剤等の数量及び到着予定時刻を要請側市町村等の長に通報するものとする。 

３ 応援隊の隊数については、応援側市町村等の長と要請側市町村等の長との間において

協議するものとする。 



（応援の中断） 

第５条 応援側の市町村等の都合により応援隊を復帰させるべき特別の事態が生じた場合

においては、応援側市町村等の長は、要請側市町村等の長と協議のうえ、応援を中断する

ことができるものとする。 

 

（応援隊の指揮） 

第６条 応援隊の指揮は、法第４７条の規定に基づき要請側の市町村等の消防長の定める

現場最高指揮者が応援隊の長を通じ、これを行うものとする。ただし、緊急を要し、応援

隊の長を通じ指揮するいとまがない場合は、直接応援隊員を指揮することができる。 

 

（応援隊の報告） 

第７条 応援隊の長は、現場到着、引き上げ及び消防活動の状況を要請側の市町村等の現場

最高指揮者に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第８条 応援に要した費用については、次の区分に従いそれぞれ負担するものとする。 

 （１）機械器具の小破損の修理、燃料、消防職（団）員の手当及び被服の損料等に関する

費用は、応援側の市町村等の負担とする。 

 （２）機器器具の大破損の修理、応援隊員及び一般人の死傷に係る災害補償等に関する重

要事項に係る費用は、応援側の市町村等と要請側の市町村等との間において協議す

るものとする。 

 （３）前各号以外の費用は、原則として要請側の市町村等の負担とする。 

 

（航空特別応援） 

第９条 航空特別応援については、第３条から第８条の規定にかかわらず、別に定める要綱

によるものとする。 

 

（火災調査等特別応援） 

第１０条 火災調査等特別応援については、第３条から第８条の規定にかかわらず、別に定

める要綱によるものとする。 

 

（委任） 

第１１条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、市町村等間において定めることが

できる。 

 

 附 則 

１ この協定は、平成４年４月１日から施行する。 

２ この協定の締結を証するため、市町村等の長は、本書を５通作成し、記名押印のうえ、

千葉県、千葉県市長会、千葉県町村会、千葉県消防長会及び財団法人千葉県消防協会に保

管を依頼するとともに、その写しを各１通所持するものとする。 

 



  附 則 

この協定は、平成１５年４月１日から施行する。 

 附 則 

この協定は、平成１８年８月２２日から施行する。 

 


